
 

 

子どもたちへの戦争の影響は深刻さを増しています。2024年、

子どもたちは過去最多の紛争に巻き込まれ、同時に彼らに対す

る重大な権利侵害の件数も過去最高を記録しました。本報告

書は、子どもたちがどのように標的にされ、危害を加えられ、そして

保護の機会を奪われてきたのかを記録しています。またその背景に

ある要因を分析し、保護よりも軍事化を優先し続けるグローバル

な安全保障の枠組みを明らかにします。 

 

誰のための安全保障なのか？2024年は世界の軍事支出が過

去最高を記録しましたが、同時に子どもたちの安全は、過去20年

間で最も危うい状況にあります。武力紛争下で子どもへの重大な

権利侵害が報告されている国々では、軍事化の度合いも世界で

最も高い水準にあります。一方で、最も脆弱な人々への人道支

援に対する資金は削減され、現在進められているUN80の国連シ

ステム改革のプロセスのもとで子どもと武力紛争に関する国連事務

総長特別代表の任務は脅威にさらされ、基本的な人道規範への

取り組みも揺らいでいます。この矛盾は重要な課題を浮き彫りにし

ています。安全保障戦略はしばしば国家や軍事の安全保障を優

先しますが、それが子どもたちの安全を無条件に保障するわけでは

ありません。本報告の主な調査結果は以下の通りです。 

 

• 過去最高となる5億2,000万人、つまり世界の子どもの5人に1人

が、2024年に紛争が起こっている地域に暮らしていました。これは

過去3年で最多となりました。 

• アフリカでは、紛争地域に住む子どもの数と割合がどちらも世界で最も高

く、2億1,800万人、つまり地域の子どもたちの32.6％が影響を受けていま

す。この割合は、2007年以降初めて中東地域を上回りました。 

• 国連が確認した子どもに対する重大な権利侵害は41,763件にの

ぼり、前年から30％増加しました。 

• 平均すると、毎日78人の紛争下の子どもたちが重大な権利侵害を受け

ています。これは、サッカーチーム7つ分以上の子どもたちに相当します。さ

らに、子どもたちは、学校が攻撃され、病院が標的にされ、武装勢力が人

道支援へのアクセスを阻む環境で暮らしています。 

• 2024年に報告された子どもに対する重大な権利侵害の半数以上

は、占領下パレスチナ、コンゴ民主共和国、ナイジェリア、ソマリアのわずか

4ヶ国で発生しました。 

• 最も多くの重大な権利侵害が確認されたのは、パレスチナ自治区で

す。同自治区では、子どもの殺害や負傷の件数も群を抜いて多く、

昨年の紛争で殺害または負傷した子どものうち3人に1人がパレ

スチナ人でした。 

• 武装勢力や武装集団による子どもの徴兵・徴用を除き、すべての

権利侵害の件数や事例は増加しました。子どもの徴兵・徴用の

み、2023年の7,751件から2024年には7,405件に4.5％減少し

ました。 

• 紛争地帯に住んでいるというだけでは、この重大な権利侵害の急激な

増加を説明できません。2010年以来、紛争地帯に住む子どもの

数は約60％増加していますが、確認された重大な権利侵害は

約373％も急増しています。この大きな乖離は、子どもを保護す

るために設けられた国際規範が深刻に侵されていることを示して

います。 

• 世界各地における安全保障環境の変化が、子どもたちが重大な権

利侵害にさらされる状況と深い関係があります。子どもへの重大な権

利侵害が多い国々では、紛争の激しさが増し、軍事化の傾向が強ま

り、国際人道法の遵守が全般的に大きく損なわれている状況がありま

す。 

• 紛争当事者との関与は、時間の経過とともに深刻な人権侵害を減少

させますが、国際社会による強力かつ一貫した投資が不可欠です。 

• 多くの国々において、武力紛争で子どもを保護するための法的および

政治的な取り組みは不十分であり、むしろ以前の状態に戻りつつある

状況となっています。国連加盟国のうち33ヶ国は、子どもの保

護に関する主要な国際的な法的・政治的文書の半分未満

しか誓約しておらず、中には撤回の意向を示す国や、実施が

遅れている国もあります。 

• 問題のある武器輸出に関するネガティブな傾向：少なくとも9ヶ国は、

主要な法的文書の締約国であり、慣習国際法上の義務を負っている

にもかかわらず、重大な権利侵害が確認されている当事者に武器の販

売を続けることで、子どもの保護の取り組みを弱めています。2024年に

は、2023年よりも多くの武器がこれらの国々に輸出されており、その中

にはロシア、ミャンマー、コンゴ民主共和国、イスラエルが含まれます

 

 

 



• ポジティブな傾向：193の国連加盟国のうち、74ヶ国が戦争下

の子どもを保護するための法的・政治的文書のすべて、またはほぼ

すべてに署名しています。過去1年間で新たな取り組み義務もいく

つか加わりました。しかし、これらのコミットメントが完全に実施され、

紛争下で暮らす子どもたちに実質的な効果をもたらすまでには、ま

だ長い道のりがあります。 

 

主要国は、「誰のための安全保障なのか？」ということを自問し、子

どもたちへの戦争を終わらせるために緊急に行動しなければなりま

せん。国際的な平和と安全保障の取り組みの中心に、子どもたち

の安全を据えるべきです。 

私たちからの政府への提言は以下の通りです。 

 

1. 紛争下の子どもを保護すること。国際人道法を遵守し、安

全な人道支援へのアクセスを確保し、緊急時の子どもへの資

金提供を拡大してください。また、戦争地域における子どもと教

育を守る主要な条約や宣言に賛同し、実施してください。 

2. 子どもに対する重大な権利侵害に対する責任（アカウンタビリテ

ィ）を確保すること。国家および国際的なアカウンタビリティの制度を

強化し、国連の監視・報告メカニズムを支援し、深刻な権利侵害の

加害者を公平にリスト化することを推進してください。 

3. 紛争予防と平和構築に投資すること。平和維持のための国家戦略を策

定し、紛争に配慮した教育を施行し、貧困、不平等、そして気候変動に

よる脆弱性といった紛争の根本原因に、包括的かつジェンダーに配慮した

アプローチで対処してください。 

4. 子どもの声を聞き、参加を保障すること。子どもたちは、自分た

ちの未来に影響を与える決定に自身の声を反映できるよう、紛

争や気候変動に関する和平プロセス、政策策定や政策フォーラ

ム等において、意味のある形で安全に参加できるようにしてくださ

い。 

 

 

 

 

 

凄惨な夜間攻撃により破壊された建物。ウクライナ・キエフ（2025年8月）。この攻撃で2歳から17歳までの少

なくとも4人の子どもが命を奪われ、10人の子どもを含む数十人が負傷しました。新学期が始まるわずか数日前、

子どもたちは爆弾や恐怖に直面するのではなく、本や教室の準備をしているはずでした。彼らの命を守らなければな

りません。  
 

 


